






















































































　　以 上 に 関 連 し て、 日 本 国 憲 法 の 英 文 公 定 訳 で は、 前 文 の「日 本 国 民」 は










（ 4 ）　伊藤博文著『憲法義解』46頁（岩波書店 1989）。
















































































































































































































































































































































































































































































































るように（最高裁平成18年（行ツ）第135号平成20年 6 月 4 日大法廷判決（民集62
巻 6 号1367頁））、個人の現実の人生・生活において国籍が非常に重要な役割を果た
していることを勘案すると、慎重な検討が求められると考える。
170　　早法 93 巻 3 号（2018）
　このような経緯を踏まえると、これまでの歴史における状況と同様現代
においても、現在の社会状況等を踏まえ、これまでの歴史において人為的
に構成された「日本国民」という概念の再検討を行うことは排除されない
と考えられる。またこの点に関しては、より積極的に将来の日本のあり方
を考えるという視点から考えるならば、国際社会の相互依存が深化し、多
種多様な場面で従来とは比べものにならない質・量により、ヒト・モノ・
カネ・情報の国際的な移動が生じている今日においては、これまで日本国
民と法令等でされてきた範囲を変更することによって、より合理的に各個
人の人権保障や社会福祉の充実の実現等を図ることができる可能性があ
る、ということを考えることが必要と思われる。
